
我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

基本目標

【基準値】 【現況値】 【目標値】

0.46（平成26年度）　 0.66（令和元年度） 0.5（令和元年度）

9件（平成26年度） 44件（令和元年度） 30件（令和元年度）

22人（平成26年度） 25人（令和元年度） 28人（令和元年度）

１、集団化が完了した企業数

※29年度の評価から次行の指
標に変更

0社 6社 0社 0社 企業立地推進課

１、産業拠点創出事業取組み地
区数

0地区 1地区 1地区 1地区 100% 達成 企業立地推進課

企業立地方針を改定し、「産業用地を創出する
エリア」として柴崎地区の位置づけを行った。

令和2年度において、柴崎地区における「産業用
地整備基本計画」を策定し、今後の産業用地創
出に繋げていく。

２、空き店舗補助制度を活用し
た出店数の累計

38件 57件 46件 55件 58件 64件 137% 達成 商業観光課

行政改革のひとつとして行われている事業仕分
けなどにより、事業の見直しを求められていたこ
とから、令和元年度は新規申請を中止し、平成
30年度までに申請のあった店舗分について補助
金を引き続き交付し、本事業については一定の
効果があったものと考えている。
令和２年度からは、事業の見直しの結果として
空き店舗活用補助金制度は廃止し、新たな商業
活性化策を実施することとなった。

【前年度の会議における有識者からの意見】
商業の活性化においては、行政サイドのサービ
ス提供が大きければ大きいほど、立ち上げた事
業が長続きしない傾向にある。行政が関与する
ところをなるべく少なくして、モチベーションを維
持させるような支援が効果的ではないか。

空き店舗活用補助金は、一定の成果を上げたこ
とから令和元年度で廃止し、新たな商業活性化
策として商店街活性化事業補助金を制定した。
補助内容は、個店への補助ではなく、商店会等
が自ら創意工夫を凝らして取り組む事業を対象
とした商業活性化策について補助金を交付する
こととなった。

３、我孫子市ふるさと産品の品
数

20品 26品 20品 21品 25品 26品 25品 83% 遅延 商業観光課

令和元年度は、残念ながら廃業により２品目が
減少したが、新たに１品目が増加したことから１
品目の減少となった。産品まつりなどのイベント
やふるさと納税の返礼品に採用するなどでＰＲを
行ったほか、一部商品はテレビ番組などでも取
りあげられた。

【令和元年度の新商品】
季節野菜のカレー（ハリオン）
【令和元年度の推奨除外品】
もろみ小町・金太郎のしょうがねぇ～（（株）みや
ま食品工業）

【前年度の会議における有識者からの意見】
ふるさと産品の認知度が非常に低いと感じる。
公共施設や駅にＰＲブースを設置するなど、我
孫子のお土産として選ばれるよう認知度を高め
る必要がある。

今後も、イベントやふるさと納税返礼以外にも、
ＰＲできる機会や場を増やして認知度を高めて
いきたい。

４、地域職業相談室により就職し
た人の割合

13.5% 15.0% 14.6% 15.9% 16.7% 18.6% 18.4% 327% 達成 企業立地推進課

ハローワーク松戸と同様の求人情報検索や相
談員による雇用相談・職業紹介を受けられるこ
とにより、利便性が向上し、就労支援の充実が
図られたため、昨年度より若干就職者数は少な
いものの、目標は達成できた。
【就職者数】26年度：450人、27年度：446人、28
年度：455人、29年度：431人、30年度：426人、令
和元年度：401人

今後も地域職業相談室の周知を図り、より多く
の市民の就業を支援していく。

５、シルバー人材センターの会
員数

618人 719人 682人 691人 679人 681人 669人 50% 遅延 高齢者支援課

会員数は、入会申請者が退会者を下回りやや
減少した。会員1人当たりの契約金額は、前年度
を上回り、働く意欲と能力を持った高齢者の就
業機会の場が提供されている。
【退会者数と申請者数（H26-R1）】
H26　申請者122人　退会者106人
Ｈ27　申請者107人　退会者80人
Ｈ28　申請者87人　　退会者78人
Ｈ29　申請者82人　　退会者94人
H30　申請者90人　　退会者88人
R1　申請者86人　　退会者98人
【契約金額（H29-R1）】
H29　322,680,000円
H30　328,190,000円
R1　326,340,000円

今後もシルバー人材センター役割や会員募集
等の周知、広報等に協力し、シルバー人材セン
ターの機能と役割がより充実するよう支援を行っ
ていく。

①市内の有効求人倍率（求人数／求職者数）

②起業・創業の累計件数

③新規就農者数（累計）

・住工混在の解消

・中小企業への資金融資・利子補
給制度

・空き店舗活用補助金

・あびこの名物となる産品の育成

・我孫子市産業まつり

１．あびこを支える産業を応援し、いつでも働けるまちづくり

数値目標

実績値
（令和元年度）

主管課

事業の今後について
（改善策・展開方法）

・地域職業相談室の運営

・就労支援セミナーの開催

・若者への就労支援

・シルバー人材センターへの支援

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

就
労
支
援
の
充
実

総合戦略の基本的方向

施策
実績値

（27年度）
達成状況目標値

（令和元年度）
達成率

令和元年度実績値に基づく事業評価

事業名

（１）地元企業への持続的な支援と雇用の安定化

主な取り組みと外部協力者

【事業１～５の評価】

　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

産
業
の
活
性
化
に
向
け
た
支
援

実績値
（28年度）

基準値
（26年度）

有識者評価
事業評価

（実施状況・事後評価）
実績値

（29年度）
実績値

（30年度）
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

起
業
・
創
業
の
支
援

６、起業・創業の累計件数 5件 30件 13件 22件 31件 41件 47件 168% 達成 企業立地推進課

創業塾、企業個別相談会、ビジネス交流会の開
催や我孫子市創業支援補助金の運用により、
市内創業者の育成、輩出に寄与できた。
【参加者数】
＜創業塾本格コース＞
28年度：18人、29年度：42人、30年度：12人、令
和元年度：24人
＜企業個別相談会＞
29年度：15人、30年度：12人、令和元年度：15人
＜ビジネス交流会＞
28年度：48人、29年度：35人、30年度：21人、令
和元年度：20人
＜女性起業支援フォーラム＞
30年度：22人、令和元年度：29人
＜創業支援補助金＞
28年度：0人、29年度：8人、30年度：8人、令和元
年度：3人（昨年度からの継続含む）

創業支援制度の周知を図るとともに、創業支援
等事業に係る関係機関と連携し、起業・創業者
の支援を行っていく。

・起業・創業相談への対応

・シンポジウム・創業塾等の開催

・創業支援補助金制度

・創業・事業物件ナビの運用

新
た
な
企
業
立
地

の
支
援

７、企業立地の支援制度数 1件 3件 1件 1件 1件 1件 1件 0% 遅延 企業立地推進課

事業用の土地や空き店舗等を探す支援のため
「創業・事業物件ナビサイト」は、継続して運用し
ている。
その他の支援制度については、産業用地創出
事業の進捗状況も影響しているが、まだ策定で
きていない。

柴崎地区の産業用地創出事業の進捗状況に応
じた、企業立地の支援制度策定にむけて、調査
研究していく。

・企業が進出しやすい環境の整備

・創業・事業物件ナビ

８、手賀沼沿い農地活用計画に
沿った農地活用面積

31.4ｈa 39.4ｈa 30.5ｈa 29.5ｈa 30.1ｈa 29.8ｈa 30.0ｈa -18% 遅延 農政課

手賀沼沿い農地活用計画に基づき、農地活用
に取り組んだ農業者等に対して支援を行った。
令和元年度は３０年度に比べ、新たに農地保全
に取り組む経営体が増えたため、農地活用面積
が増加した。
また、排水対策工事を実施することで、排水不
良農地の改善を行った。

【前年度の会議における有識者からの意見】
高齢の方たちが活用されている現状では、面積
を増やすことが厳しい状況が続くと予想される。
企業誘致ということも視野に入れていく必要はあ
るのではないか。

まとまった一団の農地ではないため、今後も手
賀沼沿い農地活用計画に基づき農地の保全活
用と農業者支援を推進していく。また、地域の新
たな担い手の育成に努めていく。

９、認定農業者の人数 36人 37人 35人 38人 40人 42人 42人 600% 達成 農政課

令和元年度は、既存の認定農業者で認定期間
の満了を迎える者のうち、経営規模の縮小によ
り認定の更新を希望しない経営体が１件あった
が、新規に認定農業者となった経営体が1件あ
り、目標値を達成することができた。

【前年度の会議における有識者からの意見】
農業だけでなかなか食べていけないという現状
がある中で、やはり農業者の所得向上を図って
いく施策が重要である。

認定農業者になることで設備投資の際の補助金
や資金融資等におけるメリットがあるため、経営
安定を目指す農業者に制度の周知を行ない、新
規認定数の増加を図る。

１０、農産物の加工施設を有す
る農業者数

5経営体 8経営体 5経営体 5経営体 5経営体 5経営体 5経営体 0% 遅延 農政課

６次産業化を促進し、農業所得の向上や地産地
消の推進を図るため、施設整備の支援に対して
補助金を交付した。しかし、既設の加工施設を
充実させる補助金の利用はあったものの、加工
施設を新規に整備する農業者はおらず、実績は
上がらなかった。

引き続き、６次産業化を促進させるため、６次産
業化のメリットや補助金の活用をＰＲし、施設整
備を支援していく。また、加工施設の整備には、
設備投資に一定の自己負担が必要になること
から、他の農業振興施策と合わせて所得の向上
を支援していく。

１１、農業拠点施設で販売供給
する我孫子産農産物の新開発
の加工品数

0種 5種 0種 1種 8種 11種 5種 100% 達成 農政課

地元産農産物を使用したピザを新たに５種類
（「トマトピザ」「ねぎマヨピザ」「じゃがいもピザ」
「菊芋ピザ」「茗花ピザ」）を販売した。定番商品
として定着している。また、期間限定販売だった
ため実績値にカウントしていないが、川村学園
女子大学と連携して開発したオリジナルお惣菜
「すき焼き肉巻き」を開発した。大学と連携した商
品は、５社の新聞で掲載され農業拠点施設の
PRにも繋がった。

引き続き、地元産農産物を使用した魅力ある新
商品を開発し、消費者に地産地消をＰＲしてい
く。また、地元農産物を加工室でも使用すること
で農業者の所得向上にも繋げていく。

実績値
（令和元年度）

【事業６～７の評価】
　

　
　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

達成率

・農業資金利子補給

・農地利用集積の促進

・農地の保全活用

・担い手農家の育成・確保

・新規就農支援事業

主管課
基準値

（26年度）

有識者評価

総合戦略の基本的方向

実績値
（29年度）

事業名

・有機栽培等農業者支援事業

・６次産業化推進事業

・販路開拓の支援（農業拠点施設
の活用と物産展やイベント等でのＰ
Ｒ）

事業評価
（実施状況・事後評価）

（２）産業の振興・創業支援と企業誘致の促進

※今回は８～１４のうち、
８～１１と１２～１４の２つ
に分けて評価を実施。

【事業８～１１の評価】

　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

達成状況

主な取り組みと外部協力者
実績値

（30年度）

（３）地域農業の担い手となる経営体の育成強化による農業の振興

農
業
の
付
加
価
値
を
高
め
る
取
り
組
み

農
業
の
生
産
性
の
維
持
・
向
上

総合戦略の基本的方向

事業の今後について
（改善策・展開方法）実績値

（27年度）
実績値

（28年度）
目標値

（令和元年度）

施策

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 令和元年度実績値に基づく事業評価
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

１２、あびこ型「地産地消」推進
協議会会員数

196人 210人 182人 173人 153人 152人 153人 -307% 遅延 農政課

昨年から1名増加した。10名の新規加入に対し
て9名の退会があった。29年度から横ばいになっ
ているが、協議会が発足して15年以上経過し、
年齢的に活動の継続が難しい会員が増えてい
ることや、労働年齢が引き上げられ退職してから
入会しようとする人が減少したことなどが要因と
考えられる。

ここ数年の新規会員は、援農ボランティアを目的
として入会する人が大半である。協議会が援農
ボランティアの取り組みをしていることや取り組
みやすさをPRしてさらなるボランティアの確保に
努めたい。また、料理教室や収穫体験などの自
主イベント、消費生活展などのイベントで市民に
直接PRしていく。

１３、学校給食への地元野菜供
給量

※29年度の評価から次行の指
標に変更

19,116kg 19,000 kg以上 17,557kg 16,533kg 農政課

１３、学校給食への地元野菜を
供給した回数

108 回 144 回 114 回 119 回 136 回 133 回 103 回 -14% 遅延 農政課

新型コロナウイルス感染症の影響で3月の供給
が無かったことや例年に比べてスポットの実績
が少なかったことにより、前年度の実績、目標と
もに届かなかった。秋の大雨や台風による影響
で農産物が不足したことや、5月に多数の学校
からソラマメの注文があったが供給が不足し対
応できなかったことなどが影響している。
「あびこ産野菜の日」の供給校は平成31年4月
から1校追加し15校に増えている。

供給回数を増やしていくためには、直売所への
出荷量を増やす必要がある。生産者への出荷
依頼を行っていくとともに、イベントの実施や情
報発信により施設への集客を図り、生産者が出
荷したくなる環境をつくっていく。

１４、農業拠点施設の年間延べ
利用者数

― 290,000人 0人 0人 303,499人 377,171人 372,229人 128% 達成 農政課

目標は達成したものの、昨年より利用者数は減
少した。これは、大雨や台風が続いた10月の利
用者数が前年度に比べて大きく減少した影響が
大きい。
新型コロナウイルスによる影響としては、市民が
家庭で食事をする傾向が強まったことで、２月、
３月の利用客数が前年に比べて増加した。

核である地元農産物を充実させる必要がある。
午後の荷が少ない、無くなるという状況を無くす
ために、出荷者に出荷量を増やしてもらったり、
追荷をしてもらうえるよう、出荷者への呼びかけ
や良好な関係づくりを行っていく。また、出荷者
に向けた働きかけと並行して、消費者に向けた
イベントの実施や加工室や飲食施設での新商
品開発、情報発信等を強化していく。

基準値
（26年度）

目標値
（令和元年度）

実績値
（27年度）

実績値
（28年度）

令和元年度実績値に基づく事業評価

主管課

有識者評価
事業の今後について
（改善策・展開方法）

・あびこ型「地産地消」の推進

・農業拠点施設の整備と活用

・景観作物栽培の推進

・農家開設型ふれあい農園事業の
推進

事業評価
（実施状況・事後評価）

※今回は８～１４のうち、
８～１１と１２～１４の２つ
に分けて評価を実施。

【事業１２～１４の評価】

　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

【有識者からの意見】

＜３、我孫子市ふるさと産品の品数＞
一番大事なのは、認定の先にある支援の方法。認定だけで終わらせるのではなく、その商品を売りこむ支援が重要。認定されたら販路が広がるとか、市がお金を出してプロモーションしてくれるとかがあると、認定申請も増えるのではないか。申請が増えれば、認定への審
査基準を多少厳しくして、認定されることの価値を上げていける。そうなれば、ふるさと産品にブランド感のようなものが生まれるのではないか。

＜８、手賀沼沿い農地活用計画に沿った農地活用面積＞
いつまでも我孫子市内の農家を頼っていて存続できるのか。これまでの推移をみると、厳しい状況が改善されていない。法人等を募集して活用してもらうのも一つの手ではないか。

＜１２、あびこ型「地産地消」推進協議会会員数＞
コロナ禍により時間ができたためか、現役世代の人達が援農ボランティアになるケースが増えていると聞く。市が積極的に幅広くアプローチをかけるということと、この推進協議会が何をしているかという部分を明確にして進めれば、参加する方はもっと増えるのではない
か。

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

達成状況
実績値

（30年度）
達成率実績値

（令和元年度）
事業名

施策
実績値

（29年度）

地
産
地
消
の
推
進
と
農
の
に
ぎ
わ
い
づ
く
り

主な取り組みと外部協力者

3



我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

基本目標

【基準値】 【現況値】 【目標値】

410,996人（平成26年度） 607,612人（令和元年度） 731,000人（令和元年度）

－188人（平成26年度） 492人（令和元年度） ±0人（令和元年度）

１５、若い世代の住宅取得補助
金申請受付件数

232件 300件 496件 503件 305件 326件 446件 315% 達成 建築住宅課

R１年度は、補助金額を見直し、最大補助額を２
０万円から１７万円へ減額した。申請があった４
４６件のうち、市外からの転入者が２３２件あり、
人口流出の抑制や定住化促進に一定の効果が
あったと考えられる。
【Ｈ２６】　交付申請数　２３２件
　（内）　 １５歳以下の子ども世帯　１７３件
　　　　 　 市外からの転入世帯　　　 ７８件
【Ｈ２７】　交付申請数　４９６件
　（内）　　１５歳以下の子ども世帯　３６３件
　　　　　　市外からの転入世帯　　 １７４件
【Ｈ２８】　交付申請数　５０３件
　（内）　　１５歳以下の子ども世帯　３５４件
　　　　　　市外からの転入世帯　　 １９５件
【Ｈ２９】　交付申請数　３０５件
　（内）　 １５歳以下の子ども世帯　２１１件
　　　　 　 市外からの転入世帯　　　１２２件
【Ｈ３０】　交付申請数　３２６件
　（内）　 １５歳以下の子ども世帯　２３０件
　　　　 　 市外からの転入世帯　　１３７件
【R１】　交付申請数　４４６件
　（内）　 １５歳以下の子ども世帯　２７７件
　　　　 　 市外からの転入世帯　　２３２件

R２年度は、市内東側での住宅取得者と市外か
らの転入者へ対象を絞り、最大補助額１５万円
の制度として実施していく。
今後も本事業を継続していけるよう、市の財政
的負担を考慮しながら、制度内容を検討してい
く。
なお、R２年度の申請件数は、６月末日時点で、
７２件である。

１６、住宅リフォーム補助金活用
件数

148件 200件 162件 136件 180件 183件 202件 104% 達成 建築住宅課

リフォーム費用を一部支援することにより、住ま
いの保守を側面から支援し、居住環境の安定と
向上、定住促進を図った。
Ｈ３０年度からは、住宅金融支援機構との提携
により、リフォーム補助金を使用した方で要件に
適合する方は、金利引下げの優遇を図ってい
る。
制度がスタートしてから９年目となり、市内に制
度が浸透されてきたことなどから、活用件数が
増加してきたと考えられる。
【Ｈ２６】　申請件数　１４８件
　（内）　 子育て世帯　 ３２件
           市外からの転入世帯  １０件
【Ｈ２７】　申請件数　１６２件
　（内）　 子育て世帯　３６件
           市外からの転入世帯   ８件
【Ｈ２８】  申請件数　１３６件
　（内）　 子育て世帯　３６件
           市外からの転入世帯 　９件
【Ｈ２９】  申請件数　１８０件
　（内）　 子育て世帯　４２件
　　　　　 市外からの転入世帯 １２件
【Ｈ３０】  申請件数　１８３件
　（内）　 子育て世帯　３０件
           市外からの転入世帯 　６件
【Ｒ１】  申請件数　２０２件
　（内）　 子育て世帯　４１件
           市外からの転入世帯 １１件

近年問題になっている空き家の利活用など、住
宅取得補助金では担いきれない部分をフォロー
し、制度の活用を促していく。
※「若い世代の住宅取得補助金」が４０歳未満
の方を対象としているのに対して、「住宅リフォー
ム補助金」は年齢にかかわらずに補助してい
る。

１７、メディア（新聞）で取り上げ
られた回数

47回 100回 69回 62回 115回 145回 127回 151% 達成 秘書広報課

クラウドファンディングによるはしご車購入、手賀
沼公園ミニSLのドクターイエロー導入など市の
取り組みやイベント情報などを柏記者クラブへ随
時、情報提供するとともに、同記者クラブの会員
を対象とした定例記者会見を月１回開き、情報
提供を行った。

今後も、定住につながる市の取り組みや市民の
取り組みなど、積極的に柏記者クラブへ情報提
供する。情報提供に際しては、簡潔にわかりや
すい文章となるよう努める。

有識者評価

（１）我孫子の魅力を活かした定住の促進

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

総合戦略の基本的方向

目標値
（令和元年度）

実績値
（27年度）

①観光による交流人口数　※4イベント（JBF、手賀沼花火大会、産業まつり、さくらまつり）
＋6施設（鳥の博物館、手賀沼親水広場、アビシルベ、杉村楚人冠記念館、旧村川別荘、
白樺文学館）

主な取り組みと外部協力者

２．あびこの魅力があふれ、にぎわいを生むまちづくり

②人口の社会増減数

事業評価
（実施状況・事後評価）

【事業１５～１７の評価】

　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

・常磐線・成田線の利便性向上

・若い世代の住宅取得支援

・住宅リフォーム支援

・空き家の活用

・若者定住化に向けた情報発信

・公園遊具の充実

実績値
（令和元年度）

施策

主管課

令和元年度実績値に基づく事業評価

実績値
（28年度）

数値目標

実績値
（29年度）

定
住
促
進
に
つ
な
が
る
取
り
組
み
の
充
実

達成率事業名
基準値

（26年度）
達成状況

事業の今後について
（改善策・展開方法）実績値

（30年度）

ＪＢＦ:40,000人

手賀沼花火大会：0人（中止）

産業まつり：15,000人

さくらまつり：0人（測定不能）

鳥の博物館：32,580人

手賀沼親水広場：466,705人

アビシルベ：40,764人

杉村楚人冠記念館：3,194人

旧村川別荘：4,615人

白樺文学館：4,754人
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

大
学
・
企
業
と
連
携
し
た
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

１８、相互連携事業の取り組み
数

0件 増加を目指す 0件 0件 3件 5件 ５件 増加 達成 企画課

➀学生ボランティアの受入れ
　・川村学園女子大学
　・中央学院大学
　・聖徳大学並びに聖徳大学短期大学など

②審議会等委員の委嘱
　・川村学園女子大学（２３審議会）
　・中央学院大学（１４審議会）　など

③人的連携
　・川村学園女子大学（インターンシップ受入れ
や、公務員ガイダンス、こども食堂活性化事業な
ど１３事業）
　・中央学院大学（インターンシップ受入れ、大学
講義への職員派遣など１０事業）　など
　・聖徳大学並びに聖徳大学短期大学部（教育
実習受入れ、大学地域連携講座など２事業）な
ど

④物的連携（施設、備品等）
　・川村学園女子大学（ジャパンバードフェスティ
バル、図書館資料の貸出など４事業）
　・中央学院大学（大学送迎バスの空席を活用し
た高齢者等の外出応援事業、学祭における「我
孫子のいろいろ八景」への出展、図書館資料の
貸出など５事業）

⑤相互連携会議の開催
　・川村学園女子大学（１回）
　・中央学院大学　（２回）
　・聖徳大学並びに聖徳大学短期大学（２回）

○各所管課において、イベント等での学生ボラ
ンティア受入や大学・企業との連携に取り組む

○市外大学や企業との連携協定締結について、
検討を進める。

○川村学園女子大学、中央学院大学、聖徳大
学並びに聖徳大学短期大学との連携会議を開
催し、大学との連携について調整を行う。また、
連携状況について、情報を集約する。

・大学・企業との連携事業の実施

１９、総合型地域スポーツクラブ
の大学生会員数

0人 増員を目指す 0人 0人 0人 0人 0人 増減なし 遅延 文化・スポーツ課

既存6クラブでの受け入れは、難しい状況であ
る。
また、大学側の協力も得にくい状況にある。

現状では、大学生の参加は、難しい状況であ
る。

２０、総合型地域スポーツクラブ
の会員数

418人 800人 427人 477人 511人 491人 486人 18% 遅延 文化・スポーツ課

会員数の増加傾向はないが、各クラブでの活動
は、活発に行われている。

新たな総合型地域スポーツクラブの設立に向け
ての設立準備委員会の早期の立ち上げを図る。

事業評価
（実施状況・事後評価）

令和元年度実績値に基づく事業評価

有識者評価
実績値

（30年度）
目標値

（令和元年度）
主管課

主な取り組みと外部協力者

達成率
実績値

（28年度）
達成状況

事業の今後について
（改善策・展開方法）

実績値
（令和元年度）

（２）大学・企業との連携強化

事業名

・スポーツ振興に関する協定

・小中学生と大学・企業の連携

【事業１８～２０の評価】

　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

基準値
（26年度）

施策

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

大
学
・
企
業
と
連
携
し
た
ス

ポ
ー

ツ
教
育
の
振
興

実績値
（29年度）

実績値
（27年度）

総合戦略の基本的方向
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

あ
び
こ
の
魅
力
発
信
の
拡
充

２１、シティセールス動画へのア
クセス数

1,142回 30,000回 22,777回 25,023回 34,296回 37,527回 32,413回 108% 達成 秘書広報課

ＹouＴｕｂｅ「あびこ魅力発信チャンネル」に市の
旬な情報やイベント情報、市の魅力発信の取り
組みにかかる動画を掲載した。また、我孫子市
への移住を検討する若い世代をターゲットにPR
冊子を制作し都内のオフィスや集合住宅などで
配布したほか、産婦人科に設置されたモニター
を利用して子育てのしやすさをPRするCMを放映
した。
【その他の主な取り組み】
・地上波テレビでの首都圏ＰＲ
・ＡＭ・ＦＭラジオ番組用ＣＭ制作・放送
・ＪＣＯＭ　ＣＭスポット放送
・我孫子市移住促進ＰＲ冊子製作配布
・あびこガイドブック「ＡＢＩ ＲＯＡＤ」（日本語版）増
刷
・アットリンクビジョンCM放映

【前年度の会議における有識者からの意見】
ラジオやテレビでの情報発信は、ターゲットとし
ている若い世代に届いているのか、費用対効果
も含めて再検討をした方が良いのではないか。

首都圏に向けて、毎月、テレビとYouTubeを連動
させて、市の旬な話題を放送する他、ラジオで
は、毎週、市ふるさと大使ナイツ塙さんの番組で
CMを放送中し、若者世代の行動変容にも影響
力の大きな親世代を含めて、認知度や情報接触
度の改善を図る。
　また、内容面では、テレビに地元の高校生の
活動を取り上げるなど若い世代の関心の高い話
題を積極的に取り扱っていく。
更に、移住情報の発信では、テレビ、ラジオ、
YouTubeと都心部のオフィスや賃貸住宅に向け
た広告を連動させる取り組みを推進していく。

・交流人口の拡大に向けた情報発
信

・我孫子インフォメーションセンター
の運営

地
域
資
源
を
活
か
し
た
に
ぎ
わ
い
の
創
出

２２、手賀沼沿いの交流空間とな
る施設の入場者数
（手賀沼親水広場・農業拠点施
設）

132,000人 420,000人 85,494人 24,498人 434,112人 467,551人 466,705人 116% 達成 手賀沼課

・手賀沼親水広場の更なる賑わいづくりと水の
館・鳥の博物館の利用促進を図ることを目的と
し、さまざまな目的・主体による利用を可能とす
るため、多目的広場の使用許可要件を緩和する
条例の改正を行い、4月から施行した。11月には
東日本ガス展が開催され、多くの入場者で賑わ
いました。
・手賀沼親水広場をより魅力的な施設とし、市内
外の交流人口の拡大と賑わいの場とするため、
広場内にある「じゃぶじゃぶ池」を子どもたちが
安全で楽しく遊べる施設とする改修工事が6月
末に完了し、夏休みが始まる7月20日からリ
ニューアルオープンしました。

【前年度の会議における有識者からの意見】
入場者数は順調に増加しているものの、休日を
過ごす場所としては、水の館だけでは満足しき
れないところもある。やはり、あの辺り一帯をい
ろいろなことで過ごせるようなつくりにすべきと考
える。例えば、サイクリングとランニングのベース
をつくるとかすれば、別の楽しみもできるのでは
ないか。

手賀沼親水広場周辺では、ランニングやサイク
リングを楽しまれる方も多いことから、水の館リ
ニューアルオープン時にはコインシャワーやコイ
ンロッカーを設置しました。
今後も、市の総合計画や高野山新田土地利用
構想等の計画に基づき、本地区の環境整備と交
流人口の拡大の取り組みを推進していきます。
また、手賀沼周辺の魅力向上を図るため、我孫
子市、柏市、印西市で構成する協議会等におい
て水辺整備などの広域的な施策の展開につい
て検討します。

・手賀沼を核としたアクティビティの
充実

・大型イベントの実施

・歴史・文化財・社会教育施設の活
用

・にぎわいを創出するための集客
施設の整備

【事業２１～２２の評価】

　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

総合戦略の基本的方向 （３）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増加　

実績値
（令和元年度）

【有識者からの意見】

＜１５、若い世代の住宅取得補助金申請受付件数＞
住居を購入するなら3,000万円かかる。その費用に対して1,000万円出しますよと言ったら、多分みんな喜んで引っ越してくると思うが、17万円で住む町を選択する決め手となるかどうか疑問がある。既に我孫子市への居住を決めていて、補助制度があるなら申請しようとい
う人が多いのではないか。

＜１７、メディア（新聞）で取り上げられた回数＞
実績数の内訳を見ると、移住定住につながった記事と関係ないのも結構ある。本来は、自分たちが仕掛けたものがメディアに取り上げられたかどうかというのが指標となるのではないか。

＜１９、総合型地域スポーツクラブの大学生会員数＞
市内の大学と連携し、ボランティア授業の一環として大学生に活動してもらえればクラブの活性化に繋がるのではないか。

＜２１、シティセールス動画へのアクセス数＞
どのくらいの費用をかけて番組をつくっているのか、１回転あたりいくらの費用がかかっているのか。費用対効果についての検証の目線というところも少し入れて、必要性の有無を検討するべきではないか。

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

事業名

施策

主管課
基準値

（26年度）

令和元年度実績値に基づく事業評価

実績値
（27年度）

目標値
（令和元年度）

事業評価
（実施状況・事後評価）

実績値
（29年度）

実績値
（30年度）

達成状況
実績値

（28年度）

主な取り組みと外部協力者 有識者評価
事業の今後について
（改善策・展開方法）

達成率
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

基本目標

【基準値】 【現況値】 【目標値】

1.21（平成26年度） 1.27（平成30年度）　 1.37（平成30年度）　

52.6％（平成27年度） 52.0％（令和元年度）
増加を目指す（令和元年

度）

48.0％（平成27年度） 51.4％（令和元年度）
増加を目指す（令和元年

度）

２３、婚活イベント・講座の開催
回数

3回 6回 9回 12回 10回 10回 3回 0% 遅延 子ども支援課

　令和元年度（令和元年度）の婚活イベントは6
回を企画したが、そのうち3回は参加者が少数
のため、中止となってしまった。実施できた3回に
おける参加者の評価は概ね好評であった。

【令和元年度婚活イベント】
●6月23日（日）　ボウリング婚活　※参加者少
数のため中止
・対象：男女共　45～58歳
・内容：ボウリング、キリンビール工場見学
●7月20日（土）　ボウリング婚活　※参加者少
数のため中止
・対象：男女共　35歳以下
・内容：ボウリング、キリンビール工場見学
●8月3日（土）　手賀沼花火大会鑑賞会
・招待対象：30年度成婚者7組（我孫子在住2
組）、交際中カップル19組
・参加者：婚約者2組、交際中6組　合計8組16人
●9月29日（日）　バーベキュー婚活inあけぼの
山公園
・対象：男女共　33～45歳
・内容：バーベキュー（買い出しも含む）、フリータ
イム、マッチング
・参加者：男12人、女13人、カップル成立4組
●10月24日（木）　代理婚活  ※参加者少数の
ため中止
・対象：息子、娘共30～45歳
●12月8日（日）　クリスマス婚活
・対象：男30歳～49歳、女30歳～44歳
・参加者：男9人、女6人、カップル2組

　令和元年度は、参加人数が少数で実施に至ら
なかったイベントが多かった。限られた会員の中
で新たな参加者を募ることが難しいという状況が
ある。
　職員の人数確保が難しいことから、業務量とし
てはこれ以上イベントを増やすことは難しい現状
である。
　令和2年度は新型コロナウイルスの影響で、イ
ベントの予定が立てにくい状況にある。

２４、婚活事業による年間婚姻
数（成婚数）

4組 6組 7組 10組 11組 9組 5組 50% 遅延 子ども支援課

　令和元年度は成婚カップルが5組誕生したが、
市内在住は1組に留まった。
　令和元年度は登録会員について、月毎の更新
を行ったため、前年度に比べて会員数が減少し
ている。しかし、会員数が減少した割には、相談
件数・お見合い件数は減少していない。
　
【過去３年間の実績】
（会員数）
　・H29：361人
　・H30：344人
　・R1：232人
（相談・見合い件数）
　・H29：612件
　・H30：579件
　・R1：542件

　成婚者が都内や近隣市に転出し、市の定住化
になかなかつながらないことが課題となってい
る。
　我孫子市内の限られた会員の中では、お見合
いをする相手も限定されてしまう。千葉県内や東
葛近隣市が合同で婚活を行うような体制を整え
ないと成婚数はなかなか増えないと思われる。

事業の今後について
（改善策・展開方法）

主な取り組みと外部協力者

②18～49歳までの「子育て支援」施策に対する市民満足度　※市民アンケートで「満足」・
「やや満足」と回答した人の割合（各年代の平均値）

３．あびこで子どもを産み、育てたくなるまちづくり

出
会
い
か
ら
結
婚
を
実
現
さ
せ
る
た
め
の
協
力
支
援

①合計特殊出生率　

令和元年度実績値に基づく事業評価

達成率 達成状況 主管課

・婚活支援事業の拡大・充実

有識者評価施策

数値目標

目標値
（令和元年度）

事業評価
（実施状況・事後評価）

③18～49歳までの「学校教育・幼児教育の充実」施策に対する市民満足度　※市民アン
ケートで「満足」・「やや満足」と回答した人の割合（各年代の平均値）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

事業名
基準値

（26年度）
実績値

（27年度）
実績値

（28年度）
実績値

（30年度）

総合戦略の基本的方向

【事業２３～３０の評価】

　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

実績値
（令和元年度）

実績値
（29年度）

（１）結婚・妊娠・出産・子育てまでの継続的支援
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

２５、特定不妊治療助成件数 124件 160件 166件 114件 108件 101件 116件 -22% 遅延 健康づくり支援課

千葉県特定不妊治療費助成事業の上乗せ事業
であり、２５年度までは５年間で１０回までの助成
が受けられたが、制度改正により、２６年度から
年齢・助成回数の制限が設けられ（一部猶予期
間あり）、２８年度からは、４３歳以上が対象外と
なり、本市の申請件数も年々減少していた。令
和元年度については、市民への周知が図られた
ことや、出産の年齢が高齢化したことから、申請
件数が微増した。

【前年度の会議における有識者からの意見】
制度を必要としている人は、基本的には申請し
ているのではないか。千葉県特定不妊治療費助
成事業の上乗せ事業として、県の対象年齢がさ
らに制限されたこともあり、今後も件数が増えて
いくものではないと考えられる。

市民への周知は図られており、制度を必要とし
ている方は申請を行っていると思われる。件数
についても微増したもののほぼ横ばいで推移し
ている。引き続き、医療機関等でリーフレットを
配布する等事業の周知を行い、不妊に悩む夫
婦の経済的負担の軽減を図っていく。
令和２年４月～６月までの申請件数：２６件

２６、産後ケア事業利用者数 27人 80人 80人 81人 117人 91人 75人 91% 遅延 健康づくり支援課

２７年度から産後ケア事業を導入し、「産後
ショートステイ」、「産後デイケア」、「ママヘルプ
サービス」を実施した。
妊娠届出時面接や妊婦への電話かけにて、家
族の支援がない方に産後ケア事業の周知を
行った。
また、実施施設からの情報提供により事業に繋
げたケースもあった。妊婦からの申し込み後に
訪問し、状況把握、対象者に必要な支援の提供
を行った。
利用者のニーズに合わせたサービスを提供する
ため、ママヘルプサービス事業の委託事業所を
2か所増やし、対応した。

妊娠届出時面接や妊婦への電話かけにて、家
族の支援がない方に産後ケア事業の周知を行
う。
また、実施施設へも対象となりうる方への情報
提供を依頼する。
引き続き、保護者が安心して子育てを行い、子
どもが健やかに育つよう、産後の体調不良等で
育児や家事ができない産婦を支援していく。

２７、乳幼児全戸訪問の訪問率 78.8% 85.0% 90.2% 92.8% 91.5% 92.3% 92.9% 227% 達成 健康づくり支援課

妊娠届出時面接や妊婦の電話かけにて新生児
訪問を案内。産後出生通知書の提出を依頼し、
新生児訪問を実施。出生通知書の提出がない
母子に関しては、電話勧奨し訪問希望の有無に
ついての把握に努め、希望家庭には全件訪問
する事ができた。             ●訪問対象者数
R1：650人
●訪問者数　　R1：604人

引き続き、妊娠届出時面接や妊婦の電話かけ
にて新生児訪問を案内。産後出生通知書の提
出を依頼し、新生児訪問を実施していく。出生通
知書の提出がない母子に関しては、電話勧奨し
訪問希望の有無についての把握に努める。

主な取り組みと外部協力者
基準値

（26年度）

有識者評価

※７ページ目の評価欄に
記載

・子育て世代包括支援センター

・しあわせママパパ学級

・不妊治療費の助成

・産後ケア事業

・未熟児療育医療

・ひとり親家庭の支援

・子ども医療費の助成

事業の今後について
（改善策・展開方法）

安
心
し
て
妊
娠
・
出
産
・
子
育
て
で
き
る
た
め
の
環
境
づ
く
り

事業名 達成率実績値
（令和元年度）

実績値
（27年度）

目標値
（令和元年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

実績値
（28年度）

達成状況 主管課

施策
事業評価

（実施状況・事後評価）
実績値

（30年度）
実績値

（29年度）

令和元年度実績値に基づく事業評価
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

２８、母子健康手帳の妊娠早期
（妊娠周期11週まで）交付率

88.1% 90.0% 91.0% 89.2% 91.8% 92.6% 91.5% 179% 達成 健康づくり支援課

母子健康手帳を活用して、母子の一貫した健康
管理と健康の維持・増進を図るため、妊娠早期
（妊娠１１週以内）の交付と活用を推進している。
年間出生数の減少に伴い、母子健康手帳の交
付数も減少しているが、母子健康手帳と同時に
交付する別冊に妊婦健診の受診票が１４回分つ
づられている。特に１回目の健診の助成額が高
額であるため、医師・助産師の診断を受けてか
ら早い時期に母子健康手帳を受け取るよう引き
続き推奨していく。
●母子健康手帳交付者数　Ｈ26：886人、Ｈ27：
888人、Ｈ28：770人、H29：784人、Ｈ30：771人、
R1：754人
●妊娠11週未満交付者数　Ｈ26：781人、Ｈ27：
808人、Ｈ28：687人、H29：720人、Ｈ30：714人、
R1：690人

引き続き、母体の変化や児の成長が著しい妊
娠・出産・育児期に、母子健康手帳を活用した母
子の一貫した健康管理を行い、安全な出産と乳
児の健やかな成長を図っていく。
令和２年４月～６月までの交付件数：１８５件

２９、小児インフルエンザワクチ
ンの予防接種を行った子どもの
割合

※29年度の評価から次行の指
標に変更

52% 増加を目指す 50.1% 49.5% 健康づくり支援課

２９、市独自の予防接種を行った
子どもの割合

54.7% 増加を目指す 54.6% 53.6% 51.4% 54.4% 58.4% 増加 達成 健康づくり支援課

該当児への通知、広報掲載等継続して実施し
た。令和元年度から、実施終了時期を1月15日
から31日に変更して実施し、接種人数・接種率
が増加した。
●小児インフルエンザ：（26年度開始）
・対象児童数　Ｈ26：13,580人、Ｈ27：12,825人、
Ｈ28：12,545人、H29：12,167人、Ｈ30：11,821人、
R1：11,596人
・接種者実人数Ｈ26：7,433人、Ｈ27：6,734人、Ｈ
28：6,528人、H29：5,970人、Ｈ30：6,097人、R1：
6,445人
●ロタウイルス：（27年度開始）
・対象者数　Ｈ27：857人、Ｈ28：868人、Ｈ29：756
人、Ｈ30：792人、R1：726人
・接種者実人数：Ｈ27：741人、Ｈ28：668人、Ｈ29：
678人、Ｈ30：763人、R1：748人

接種率は以下の計算式で算出しています。

（小児インフルエンザ予防接種を1回以上接種し
た実人数＋ロタウイルス予防接種を1回以上接
種した実人数）÷（小児インフルエンザ予防接種
対象者数＋ロタウイルス予防接種対象者数）×
１００

【前年度の会議における有識者からの意見】
小児インフルエンザの対象者数がロタウイルス
対象者より大幅に多いことから、実績値が小児
インフルエンザの接種率に依存しているが、ロタ
ウイルス単独で見ると接種率はかなり高いこと
は評価できる。指標として、小児インフルエンザ
とロタウイルスの接種率を分けたほうが、事業の
評価がしやすいと思われる。

参考接種率
小児インフルエンザ：55.6％
ロタウイルス：103.0％
引き続き、予防接種を受けた児の保護者に対
し、予防接種費用の一部を助成することにより、
保護者の経済的負担を軽減するとともに、流行
時の発病予防・重症化予防、及び集団感染の予
防を図っていく。

令和２年４月～５月接種者数
ロタウイルス：実人数152人
※インフルエンザは接種時期ではないため実施
なし

３０、フッ素洗口実施者数（希望
者数）幼児の件数に限定（学校
含まず）

343人 500人 424人 456人 423人 441人 433人 57% 遅延 健康づくり支援課

フッ素洗口事業は定期的かつ継続的に行うこと
が重要であることから、集団応用が確実に実施
でき、大きな効果が得られる保育園・幼稚園等
での実施が必要です。また、歯の生え変わりで
ある時期に行うことにより、永久歯のむし歯を予
防することや園児自身に歯と口腔の健康への意
識付けを行うためにも重要です。
令和元年度は市内17園433名に対しフッ素洗口
事業を実施し、保護者のへのアンケートでは事
業の実施の満足度81.6％であり、園児も歯と口
腔の健康に関心を持つようになったと意見もで
ており、今後もフッ素応用について啓発などおこ
なっていくことが、むし歯予防や歯と口腔の健康
の維持向上につながると考えます。

【前年度の会議における有識者からの意見】
フッ素洗口の効果が現れれば、件数が増えると
考えられる。

実績値
（令和元年度）

・母子健康保険手帳の交付

・新生児・妊産婦訪問指導事業（全
戸訪問含む）

・子どもの予防接種費用の助成

・保育園・幼稚園でのフッ素洗口事
業

有識者評価

※７ページ目の評価欄に
記載

実績値
（28年度）

実績値
（29年度）

達成率 達成状況

母
子
保
健
・
予
防
接
種
の
充
実

主管課
事業評価

（実施状況・事後評価）

令和元年度実績値に基づく事業評価

実績値
（30年度）

実績値
（27年度）

事業の今後について
（改善策・展開方法）

施策

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

事業名
基準値

（26年度）
目標値

（令和元年度）

主な取り組みと外部協力者
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

３１、子ども総合相談全相談件
数のうち終結した割合

66.6% 71.8% 77.8% 75.0% 65.4% 68.1% 73.6% 135% 達成 子ども相談課

新規総合相談受付件数は、平成30年度553件、
令和元年度614件と増加した。
また、受付後に継続的な支援を要する件数は平
成30年度249件に対して令和元年度が228件と
減少している。
子どもに関する相談の背景には様々な要因が
あり、子どもの健やかな成長を守る視点で対応
する必要がある。相談窓口の周知、ネットワーク
による効果的な支援を実施するために、関係機
関との連携推進を積極的に図った。
継続的な支援を要する件数が減少したのは、連
携推進、ネットワークを強化したことで、関係機
関での対応、フォローが可能になってきていると
評価している。

【前年度の会議における有識者からの意見】
複雑な要因により、終結できない案件が多いこ
とは理解はできる。さらに、新たな相談が増えて
いるため割合としても伸ばすのが難しいと考えら
れる。相談件数が増えているということは、周知
され利用が増えているということなので、評価す
ることも出来る。終結した割合というのは指標と
して適切でないのではないか。

子どもに関するあらゆる相談窓口として、虐待を
含め多様な相談に対応し、子育てに関する不安
を解消するとともに、必要に応じて適切な専門機
関につなげる。
引き続き関係機関との連携推進を積極的に図
る。
継続的な助言・指導が必要と判断した場合は、
計画的に面談・訪問を行う。
指標については、周知という視点からすると相
反する指標となるが、ネットワーク強化という視
点だと終結件数が指標となるため、再度検討を
図っていく。

３２、一時預かり利用者数

※29年度の評価から次行の指
標に変更

2,832人 5,500人 3,691人 2,527人 保育課

３２、一時預かり保育利用希望
者の利用率

100% 100% 100% 100% 100% 100% 達成 保育課

市内７ヶ所（市立①私立⑥）で一日と半日単位の
一時預かりを実施。
一時預かり保育利用希望者はいずれかの園を
利用することができており、１００％の利用率を
維持することができた。
平成３０年度から令和元年度の利用人数は微減
となっている。
（新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のた
め３月以降、私的預かりについて利用制限をか
けた。（就労・疾病・緊急等の場合は利用可
能。））
【利用児童数】Ｈ26：2,832人、Ｈ27：3,691人、Ｈ
28：2,526人、Ｈ29：2,529人、Ｈ30：2,644人、R1：
2573人

今後も引き続き、一時預かり保育利用希望者の
利用率１００％を維持していく。
令和２年度は市内８か所（市立①私立⑦）で実
施。ホームページ上で各園の利用状況を公開
し、一時預かり連絡会議の中で更に利用しやす
い仕組みを検討していく。また、子育て世帯への
情報提供に努める。

（新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のた
め令和２年３月～令和２年６月末まで、私的預か
りについて利用制限をかけた。（就労・疾病・緊
急等の場合は利用可能。））

３３、ファミリーサポートセンター
事業の提供・両方（提供と利用）
会員数

203人 215人 217人 232人 236人 203人 61人 -1183% 遅延 保育課

　「利用会員のこどもの年齢を１８歳までに拡大」
「近隣市町からの会員受け入れ」「障害児の援
助活動の推進」「病児病後児の援助活動」「厚生
労働省が奨励する９項目２４時間以上を満たす
提供会員向け講習会の開催」にも取り組みを
行った。
（利用会員 Ｈ３０：３７４人　→ 　 Ｒ1：２５０人
（提供会員）Ｈ３０：１９５人　→　　Ｒ1：５７人
（両方会員）Ｈ３０：８人 　　　→　　Ｒ1：４人
【提供会員数の減少理由】
さまざまな事情で活動が困難になった会員が退
会した事、更新手続に来なかった会員を自動退
会したことによる。（Ｈ３１年度から委託事業者が
変更になったことに伴い６年ぶりに更新作業を
実施。）
Ｈ２９：入会５人　退会１人
Ｈ３０：入会９人　退会４３人
Ｒ１：入会２人　退会１４２人
【利用会員減少理由】
平成３１年４月からの事業者変更を機会に退会
した利用会員がいたこと、更新手続に来なかっ
た会員を自動退会したことによる。
Ｈ２９：入会１４０人　退会１３４人
Ｈ３０：入会１０５人　退会２０１人
Ｒ1：入会１０１人　退会２２５人

Ｒ１年度から委託事業者を変更した。（Ｈ30.11.2
プロポーザル実施）

【前年度の会議における有識者からの意見】
子どもの数が減っているので、それに合わせた
目標値の見直しも必要ではないか。

令和２年度「事務事業評価」において目標値の
見直しを行った。（新目標値　提供、両方会員
数：６２人）

引き続き、広報やポスター、ホームページ等によ
り会員募集を行う。

〇入会説明会を月1で開催（新型コロナウイルス
感染症拡大防止対策のため、状況に応じ個別
対応とする。）

〇提供会員のつどい、会員の交流会について
は新型コロナウイルス感染症拡大の状況をみな
がら実施の検討を行う。

〇５・６月に実施予定であった提供会員向け講
習会を９月に延期し実施予定。

【事業３１～３８の評価】

　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

・子ども総合相談の推進

・一時預かり事業

・子育て支援拠点事業

・ファミリーサポートセンター事業の
推進

・enjoy パパ応援プロジェクト

・子育てサポーターの養成と地域
活動の推進

・子育て交流フリーマーケット

・のびのび親子学級

・子ども虐待防止・援助活動の推進

・子育て支援に関する情報発信

子
育
て
支
援
策
の
充
実

実績値
（令和元年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

実績値
（29年度）

主な取り組みと外部協力者 有識者評価
実績値

（30年度）

総合戦略の基本的方向 （２）子育て世帯への支援の充実

事業の今後について
（改善策・展開方法）

事業名
基準値

（26年度）

施策

令和元年度実績値に基づく事業評価

実績値
（28年度）

達成率 達成状況 主管課
事業評価

（実施状況・事後評価）
目標値

（令和元年度）

実績値
（27年度）
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

３４、父親対象のイベント参加人
数

※29年度の評価から次行の指
標に変更

972人 1,000人 1,367人 1,059人 保育課

３４、父親対象のイベント開催数 68回 70回 77回 74回 67回 74回 57回 -550% 遅延 保育課

子育て支援センターで年７回、各子育て支援施
設でイベントを開催。（にこにこ広場２０回、すく
すく広場２１回、わくわく広場７回、すこやか広場
２回）
各子育て支援施設で、父子での参加の集いが
定着し、行事以外でも父親が広場を利用するよ
うになっている。
情報誌を発行し、イベント等に参加する機会の
ない父親にも情報の提供を行った。

　引き続き、子育て支援拠点事業の中で父親を
含めた家族全体を支援し、育児の楽しさを感じら
れるような講座の実施や、子育てについての情
報提供を行っていく。イベントや講座などについ
ては、新型コロナウイルス感染防止の対策を取
り、感染の状況をみながら実施していく。

３５、保育園への入園を希望す
る児童の入園率

100% 100%を維持 100% 100% 100% 100% 100%
100%維持で

きている
達成 保育課

公立３園、私立１７園、認定こども園７園、小規模
保育事業所３園の３０施設とすることで、待機児
童ゼロ（１００％の入園率）を維持することができ
た。
令和元年度は１園が認定こども園へ移行
【３１年４月：幼稚園型認定こども園へ移行】
・わだ幼稚園
【新規入園希望数】
H２７：７３３人、H２８：７３１人、H２９：６８４人、H３
０：７３２人、Ｒ１：６８１人
※対象：市内にある保育園・小規模保育所・認
定こども園（２・３号認定）

今後も引き続き、入園希望者の待機児童ゼロ
（入園率１００％）を維持していく。
令和元年度は1園が認定こども園へ移行
【令和２年４月：幼稚園型認定こども園へ移行】
・湖北白ばら幼稚園

令和４年に、若草幼稚園が認定こども園への移
行を協議中。

３６、学童保育室とあびっ子クラ
ブとの一体的な運営を実施して
いる小学校の数

7校 13校 10校 12校 12校 13校 完了 達成 子ども支援課

平成30年度より、すべての小学校で一体的な運
営の実施が完了した。提案型公共サービス民営
化制度により、我孫子第二小学校の学童保育
室、あびっ子クラブを4月から、新木小学校の学
童保育室、あびっ子クラブを8月より民間委託を
実施。我孫子市の学童保育を継承しながら、民
間委託に伴うサービス（時間延長・弁当注文等）
の拡大を図った。

２つの事業を一体的に運営することにより、運営
費の節減や学童保育室の大規模化の緩和など
効率的な運営を実施していく。

３７、小学３年生までの預かり保
育を実施している私立幼稚園等
の数

0園 3園 1園 1園 3園 3園 3園 100% 達成 子ども支援課

定員を超えている学童保育室の緩和措置とし
て、私立幼稚園を対象としてスタートした事業で
あるが、30年度より要綱を改正して事業を展開
した。
　令和元年度は、３園において、小学生の一時
預かりを実施している（私立幼稚園２園、私立保
育園１園）が、補助金を活用したのは、私立保育
園１園、私立幼稚園１園であった。

西側地区の学童保育室の緩和措置として、実施
園を増やしていくよう、幼稚園・認定こども園等
に協力を求めていく。

３８、病児・病後児保育の年間延
べ利用人数

340人 370人 204人 266人 264人 254人 226人 -380% 遅延 保育課

〇平和台病院　　Ｈ３０：２８人　→　Ｒ１：４４人
〇名戸ヶ谷病院　Ｈ３０：２２６人　→　Ｒ１：１８２
人

　違う種類の感染症により隔離室が埋まってし
まったことによりお断りをしたケースや病状が回
復したり、親族等に預けることができたことなど
による直前キャンセルも多数あった。
　随時、利用状況や保育士体制の確認を行っ
た。

（新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のた
め令和２年２月２９日～両保育室を休室。）

【前年度の会議における有識者からの意見】
受け入れ病院の地理的条件などの利便性によ
りそもそも利用できないという人もいるのではな
いか。働き方改革など親が仕事を休みやすく
なったことなどにより利用者が減っていることも
考えられる。ニーズに対し、どれだけ受け入れる
ことができたか割合を指標にしたほうがいいの
ではないか。

事業の特性上、指標の設定が非常に難しいが
今後検討していく。
（新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のた
め令和２年２月２９日～令和２年６月末まで両保
育室を休室。）
今後も引き続き、利用状況や保育士体制の確認
を行い、課題の共有に努める。

主な取り組みと外部協力者 有識者評価

・子ども総合相談の推進
・一時預かり事業
・子育て支援拠点事業
・ファミリーサポートセンター事業の
推進
・enjoy パパ応援プロジェクト
・子育てサポーターの養成と地域
活動の推進
・子育て交流フリーマーケット
・のびのび親子学級
・子ども虐待防止・援助活動の推進
・子育て支援に関する情報発信

※１０ページ目の評価欄
に記載

主管課
事業評価

（実施状況・事後評価）

事業の今後について
（改善策・展開方法）基準値

（26年度）
目標値

（令和元年度）

実績値
（27年度）

実績値
（28年度）

実績値
（令和元年度）

施策

子
育
て
支
援
策
の
充
実

実績値
（29年度）

達成率

仕
事
と
子
育
て
の
両
立
支
援

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 令和元年度実績値に基づく事業評価

達成状況
実績値

（30年度）
事業名

※１０ページ目の評価欄
に記載

・保育環境の整備

・子どもの居場所づくり

・私立幼稚園における預かり保育
の拡充

・学童保育室の運営

・病児・病後児保育事業

・休日保育事業

・利用者支援事業（保育コンシェル
ジュ）

・産休・育休予約事業

・障害児保育
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

３９、こども発達センターが行う
支援が必要な子どもに対する支
援件数（実人数）

786人 820人 773人 860人 815人 740人 762人 -71% 遅延
子ども相談課

（こども発達セン
ター）

保健センターや保育園・幼稚園・認定こども園等
と連携し、発達に支援が必要な子どもの早期発
見・早期支援に取り組んでいる。平成30年度よ
り、若干人数は増えているが、目標値は達成で
きていない。０～５歳児の人口は減少傾向にあ
る中、０～５歳児の人口に対する発達センター支
援件数の割合は約13%と変化はない。

【前年度の会議における有識者からの意見】
子どもの数が減っているので、割合とした方が
適切に思われる。巡回指導など、保育園との連
携が密にされていると実感している。件数は減っ
ているが、取組みとしては高く評価している。

全国的な少子化にも関わらず、発達に支援が必
要な子どもが顕在化している。我孫子市におい
ても、発達に支援が必要な子どもの割合は例年
同様となることが予測されるため、引き続き、子
どもとその家庭状況に応じた支援を提供してい
く。
　また、地域支援として、保育園・幼稚園・認定こ
ども園・民間事業所等と連携強化を図り、地域
支援体制を確立する。

４０、子どもの発達に関する相談
予約から初回面接までの日数

－ 30日 46日 27日 32日 26日 31日 97% 遅延
子ども相談課

（こども発達セン
ター）

保護者や子どもの体調不良、都合などによる日
程変更のため、３０日を超えてしまったケースが
２４４人中１２１人。
最短で０日、最長で１１０日となっている。相談予
約受付の件数が月によってばらつきがあり、初
回面接の日時を増やして対応したが、目標値を
超してしまった。

発達に支援が必要な子どもとその家族を早期に
支援できるように、３０日以内での初回面接を目
標に継続していく。

４１、児童・生徒に対する個別の
指導計画の作成率

96% 98% 96% 97% 98% 100% 100% 200% 達成 教育研究所

我孫子市においては、特別支援学級が増加して
いる。.通常学級において指導計画を作成したほ
うが良いと思われる児童生徒数も増加傾向が続
いている。卒業と入学で入替りがあり、毎年新た
に作成する必要があるため、各学校に、巡回を
しながら、一人一人の指導計画を確認し作成に
ついてのアドバイスを続けています。

　特別支援教育推進の観点から、指導計画作成
とそれに基づいた指導は不可欠である。今後も
その必要性について保護者等の理解を得るとと
もに、作成率１００％を目指して取り組んでいく。
　子どもの状況は日々変化しているため、年度
の途中であっても新たに作成したり、作成を終了
したりする子どもも少なくない。そのような状況に
対応できるよう指導していく。
　２年度は、専門家チームにおいて様式の改善
を進めていき、引継ぎがスムーズに出来るよう
にする。

４２、不登校の出現率（小中学校
の合計）

1.6% 1.2% 1.6% 1.6% 1.8% 1.7% 1.9% -75% 遅延 教育研究所

市内小中学校全校に心の教室相談員を配置
し、教育研究所アドバイザーとともに児童生徒、
保護者、教職員からの相談に着実に対応してき
た。しかし、一人一人の不登校の原因が多岐に
わたるうえ、家庭の協力が得られないケースな
ども多かった。不登校児童生徒増加に、きめ細
かく対応するだけの人材の確保や知識と教養を
身に付ける必要がある。
小学校
H３０：０．５７→０．６８
中学校
H３０：３．７９→４．２８
【不登校者数（小中学生の合計）】
２６年度：１６６人／１０，３４６人
２７年度：１５８人／１０，１８１人
２８年度：１６３人／９，９９４人
２９年度：１８０人／９，８１３人
３０年度：１５７人／９，５３９人
令和元年度：１７８人／９，３６７人

【前年度の会議における有識者からの意見】
社会の変化、家庭環境の変化などから、不登校
が増えている原因について検討し、それに応じ
た対策を講じていく必要がある。

　市内小中学校、心の教室相談員、教育研究所
アドバイザーが連携しながら、児童生徒や保護
者の相談に着実に対応していく。また適応指導
教室「ヤング手賀沼」との連携も図りながら、不
登校の解消に努めていく。
　不登校児童生徒について、毎月調査を行い、
その結果を受け学校へのアドバイスを続けてい
る。家庭的に課題のある児童生徒については子
ども相談課等とも連携をとりあいケース会議を実
施し、サポート体制をとるようにしている。
　２年度は不登校児童生徒を社会復帰を見据
え、適応指導教室と学校の情報の共有や心の
教室相談員の在宅訪問指導、ヤング手賀沼へ
研究所アドバイザーが入り、効果的な指導が行
えるようにしていくなど、各機関が連携し、きめ
の細かい指導が行えるようにしていく。

事業名 実績値
（令和元年度）

・発達に支援が必要な子どもと保
護者に対する支援

・教育相談・発達相談事業

・適応指導教室「ヤング手賀沼」の
運営

・長欠対策事業

施策

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

主管課
事業評価

（実施状況・事後評価）

療
育
・
教
育
支
援
の
充
実
と
支
援
体
制
の
強
化

目標値
（令和元年度）

実績値
（27年度）

実績値
（28年度）

達成率 達成状況
基準値

（26年度）

令和元年度実績値に基づく事業評価

事業の今後について
（改善策・展開方法）

主な取り組みと外部協力者 有識者評価

総合戦略の基本的方向 （３）安心して学べる教育環境づくり

【事業３９～４７の評価】

　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

実績値
（30年度）

実績値
（29年度）
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

４３、小中一貫共通カリキュラム
の実施率

0% 100% 33% 40% 58% 75% 100% 100% 達成 指導課

平成２８年度～令和元年度の４年間で計画的
に、中学校区ごとにカリキュラムを教育課程に位
置づけて実施する計画に基づき、実施した。

全中学校において実施していく。

４４、中学校区での小中交流行
事の延べ実施回数

24回 28回 47回 35回 42回 67回 62回 950% 達成 指導課

市内６中学校区全てにおいて、積極的な小中交
流行事の実施を継続した。
今年度から完全実施になり、中区の特色を活か
した交流が行われた。

改訂された基本方針や、中区ごとのグランドデ
ザインに基づき、小学校及び中学校において授
業を展開し、中学校区の職員が校種の違いを越
えてお互いの授業に参観し合うことで、小中の
滑らかな接続を目指していく。
中学校区において、話し合いの場を設けて、目
指す１５歳の姿を共有する。

４５、我孫子産米・野菜が給食で
使用されていることを知っている
児童・生徒の割合

81% 90% 86% 87.5% 87.6% 88.9% 87.8% 76% 遅延 学校教育課

前年度に比べ,若干、実績値は下がったが、学
校給食に我孫子産の米と野菜が使われている
ことを献立表、給食便り、毎日各学級に配るメ
モ、給食時間の放送等で継続的に情報発信す
るほか、栄養士が給食時間に各学級で食指導
の取り組みを行っている成果は出ていると考え
る。
【知っている児童生徒数】
２６年度：小学生計６，８４７人中⇒５，３８９人
（米）・５，７９０人（野菜）、中学生計３，１１５人中
⇒２，３０６人（米）・２，５７４人（野菜）
２７年度：小学生計６，６４０人中⇒５，７０８人
（米）・５，８０３人（野菜）、中学生計３，１２７人中
⇒２，５６３人（米）・２，７９２人（野菜）
２８年度：小学生計６，５６６人中⇒５，６４８人
（米）・５，５８６人（野菜）、中学生計３，１０２人中
⇒２，８１２人（米）・２，８７６人（野菜）
２９年度：小学生計６，３３８人中⇒５，３０３人
（米）・５，３９８人（野菜）、中学生計２，９７２人中
⇒２，７８２人（米）・２，８１９人（野菜）
３０年度：小学生計６，１５４人中⇒５，２６８人
（米）・５，２９４人（野菜）、中学生計２，９３６人中
⇒２，７９７人（米）・２，７９４人（野菜）
令和元年度：小学生計６，０１４人中⇒４，９５７
人（米）・５，０４７人（野菜）、中学生計３，００６人
中⇒２，９１４人（米）・２，９２５人（野菜）

引き続き、各学校の栄養士が中心となり、児童
生徒に対して様々な取り組みを行い、地域に根
ざした食育の推進につなげていく。
今年度も献立表や給食便りでの情報発信等に
より啓発に努めている。

実績値
（令和元年度）

達成状況 主管課
実績値

（27年度）
事業評価

（実施状況・事後評価）

施策

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

目標値
（令和元年度）

事業名
基準値

（26年度）
実績値

（28年度）
達成率

※１２ページ目の評価欄
に記載

令和元年度実績値に基づく事業評価

有識者評価

・小中一貫教育の推進

・幼保小の連携

・学級経営の支援

・我孫子産米及び我孫子産野菜の
学校給食への導入

・フッ素洗口事業

主な取り組みと外部協力者
事業の今後について
（改善策・展開方法）

魅
力
と
特
色
あ
る
学
校
づ
く
り
の
推
進

実績値
（29年度）

実績値
（30年度）
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

４６、子ども向け自然体験・生活
体験事業の数

9件 9件 9件 9件 9件 11件 11件 122% 達成
子ども支援課
鳥の博物館
手賀沼課

【子ども支援課】
①「手賀の丘ふれあい宿泊通学」は30年度から
事業名称を「手賀の丘フレンドシップツアー」に、
また宿泊数を２泊から１泊に変更して実施した。
市内13校の小学５～６年生を対象に、年２回
行った。
②「げんきフェスタ」（令和元年度実績：有料入場
者数489人）や、③「あびこ子どもまつり」（31年度
実績：有料入場者数708人）も市民団体との共催
事業で市民に浸透してきており、毎年盛況となっ
ている。

【鳥の博物館】
①「てがたん」は毎月第2土曜日、年11回開催（3
月は新型コロナ拡大のため中止）、参加者は323
人
フロアスタッフイベントは18回開催
②鳥凧教室1（5/5）・・・参加者28人、鳥凧教室2
（1/5）・・・参加者33人
③鳥のゴムバンドを作ろう・・・参加者161人
④夏の遊びと研究大集合（8/3～9/1：11回）・・・
参加者482人
⑤ハシビロコウの帽子をつくろう（11/2,3）・・・参
加者60人
⑥鳥博クイズ（11/2,3）・・・参加者300人

【手賀沼課】
①谷津ミュージアム事業の小学校田んぼ作業
（西小４回）
②環境学習…（夏休み）紙粘土工作、プランクト
ン観察、船上学習、カヌー体験、（夏休み以外）
バードフィーダー工作、紙飛行機工作と飛行大
会

【子ども支援課】
①については、引き続き事業名を「手賀の丘フレ
ンドシップツアー」とし、宿泊数を１泊２日として実
施する。
②、③については、市民団体等と連携して、引き
続き実施していく。

【鳥の博物館】
引き続き、子どもも親も参加できるイベントを展
開していく。

【手賀沼課】
①谷津ミュージアム事業の小学生(西小)の水田
管理事業を継続して実施していく。
②夏休みの環境学習の継続および夏休み期間
以外にも環境学習を実施していく。

４７、学校への支援ボランティア
に参加した延べ人数

43,457人 44,000人 46,940人 42,899人 42,062人 42,599人 44,592人 209% 達成 指導課

ボランティアの延べ人数については、数字の６割
が安全関係の登下校の見守りになる。今年度は
確実に各校実施できたため達成することができ
た。

【前年度の会議における有識者からの意見】
ボランティアの必要性や内容を明確にし、参加
条件の見直しや募集の方法など、目標達成に向
けた工夫が必要と考える。

コロナ渦の中で、どの様な学校支援ボランティア
が安全で有効なのかを考えながら（地域・保護
者を中心に、三密を避けた活動）、今後も継続し
た取組を推進したい。

実績値
（令和元年度）

目標値
（令和元年度）

実績値
（27年度）

【有識者からの意見】

＜２３、婚活イベント・講座の開催回数＞
ターゲットをどこに絞ってやっていくのか、行政として今後続けていくのか、それとも民間のほうに一般の方は委ねていくのかというところは考えなくてはいけない時期にきているのではないか。

＜２６、産後ケア事業利用者数＞
他市のママヘルプサービスは、支援内容に制限があり、使いにくいという声がある。我孫子市のママヘルプサービスの利用件数が伸びないようなら、他市と同様の状況かもしれない。必要としている人のニーズに合致しているサービスか、しっかりと精査する必要がある。

＜３４、父親対象のイベント開催数＞
イベントなどで集まったときに母親同士は結構交流があるが、父親は子どもと遊んだら、それで帰っちゃう人が多い。父親同士の交流を促せるような仕掛けづくりができるとよい。

＜４２、不登校の出現率（小中学校の合計）＞
ヤング手賀沼での支援体制について、大人ばかりだと子ども達との信頼関係を築くのに時間がかかるのではないか。ボランティアスタッフとして市内の大学生に協力してもらってはどうか。

＜４５、我孫子産米・野菜が給食で使用されていることを知っている児童・生徒の割合＞
農家さんや給食の調理員さんとお話しができたり、保護者が給食を試食できたり、知るだけでなく、何か次につながる事業があるとよい。

・子どもの居場所づくり

・げんきフェスタ

・あびこ子どもまつり

・子ども向け情報誌の発行とホー
ムページの運営

・手賀の丘ふれあい宿泊通学

・学校支援ボランティア事業の充実

有識者評価
事業評価

（実施状況・事後評価）

※１２ページ目の評価欄
に記載

主な取り組みと外部協力者
実績値

（28年度）
達成率 達成状況 主管課

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 令和元年度実績値に基づく事業評価

事業の今後について
（改善策・展開方法）

事業名
基準値

（26年度）

地
域
で
子
ど
も
を
支
え
る
体
制
の
充
実

施策
実績値

（29年度）
実績値

（30年度）
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

基本目標　

【基準値】 【現況値】 【目標値】

男：2.6歳、女：5.8歳
（平成24年）

男：1.3歳、女：3.1歳
（平成30年）

　要介護期間を短くする
（平成30年）

38.5％（平成27年度） 29.0％（令和元年度）
　増加を目指す
（令和元年度）

81.6％（平成27年度） －（未実施） 　82.5％（令和元年度）

４８、自らの健康に気をつけてい
る人の割合（訪問や検診、健康
教育、健康相談におけるアン
ケート調査）

92% 95% 95% 96% 96% 93% 93% 33% 遅延 健康づくり支援課

　「第２次心も身体も健康プラン」中間評価を実
施。中間評価は市民アンケートの結果を分析
し、各施策の目標達成状況を確認、これまでの
取り組みをまとめ、最終年に向け、市が推進す
べき方策を明らかにした。
　「第２次心も身体も健康プラン」に基づき、自主
的な健康づくりを支援する事業を以下のとおり
実施した。
・60歳代以上を対象に啓発リーフレットを作成
し、配布した。
・保健センターだよりと食育だよりの配布、メー
ル配信、ホームページにより健康に関する情報
の発信を行った。
・訪問や健診等では各対象者にあわせた資料を
用い、健康づくりの啓発を行った。
・体験型事業として「健康フェア」、「手賀沼ふれ
あいウォーク」を実施し、健康づくりに対する理
解や意識の向上に努めた。
・各事業で健康に関するアンケートを行い、約
6,100人が自らまたは子どもの健康に気を付けて
いると回答した。

　中間評価の結果を踏まえ、「第２次心も身体も
健康プラン」に基づく事業を実施していく。
  年1回、健康づくり推進協議会を開催し、第2次
心も身体も健康プラン進捗状況について報告・
協議する。

４９、スポーツ大会の参加者数
（市民体育大会・市民体力づくり
大会・新春マラソン大会・手賀沼
エコマラソン・スポーツ教室）

※29年度の評価から次行の指
標に変更（手賀沼ふれあい
ウォークとタートリンピックを追
加）

19,524人 20,000人 23,415人 19,316人 文化・スポーツ課

４９、スポーツ大会の参加者数
（市民体育大会・市民体力づくり
大会・新春マラソン大会・手賀沼
エコマラソン・スポーツ教室・手
賀沼ふれあいウォーク・タートリ
ンピック）

21,023人 21,500人 25,261人 20,167人 15,094人 18,588人 16,562人 -935% 遅延 文化・スポーツ課

市民体育大会（一部）、チャレンジスポーツフェス
タ（市民体力づくり大会、新春マラソン、手賀沼エ
コマラソン、大人のスポーツテスト、地域スポー
ツフェスタの開催を行った。台風や新型コロナウ
イルス感染症の影響により、市民体育大会（一
部）とボールゲームフェスタを中止した。

【前年度の会議における有識者からの意見】
実績値が天候に左右される。今後は、イベントの
実施数など指標の変更について検討することも
必要。イベント参加のリピーターを増やす仕組み
や、参加者数の少ないイベントについては、スク
ラップアンドビルドをしていく必要がある。

担当課：イベントの周知方法を検討する。また、
申込をについて、一部のイベントで電子化を行っ
ているが他のイベントについても検討する。

②「地域で支え合う福祉の充実」施策に対する市民満足度　※市民アンケートで「満足」・
「やや満足」と回答した人の割合

達成率

①市民の平均要介護期間（平均寿命と健康寿命の差）

実績値
（令和元年度）

③我孫子に住み続けたい人の割合（全世代）　※市民アンケートで「住み続けたい」・「どち
らかといえば住み続けたい」と回答した人の割合

４．あびこにずっと安心して住み続けられるまちづくり

総合戦略の基本的方向 （１）健康づくりの推進

施策

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

事業名

数値目標

令和元年度実績値に基づく事業評価

事業の今後について
（改善策・展開方法）

主な取り組みと外部協力者 有識者評価
実績値

（30年度）
実績値

（28年度）
事業評価

（実施状況・事後評価）
実績値

（27年度）
達成状況

自
主
的
な
健
康
づ
く
り
へ
の
支
援
と
健
や
か
な
生
活
を
送
る
た
め
の
ス
ポ
ー

ツ
の
振
興

実績値
（29年度）

主管課
基準値

（26年度）
目標値

（令和元年度）

【事業４８～５２の評価】

　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

・健康づくり推進委員活動等の充
実

・健康フェア

・健康寿命延伸の取り組み

・健康スポーツ普及事業

・スポーツ振興事業

・小学校プール開放事業

・8020運動普及啓発活動

・手賀沼ふれあいウォーク

※要介護期間の
対象を国と同じ
にしたため、数値
が例年と大きく変
わっています。

【今までは市独

自に算出】
要支援1～2と要
介護1～5を対象
【これからは国の
基準に合わせ
る】
要介護2～5を対
象
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

５０、高齢者在宅生活支援事業等利
用者数（介護保険外在宅サービス、
寝具乾燥・消毒サービス、徘徊探知
システム、日常生活用具給付、緊急
通報システム、軽度生活援助、配食
サービス、高齢者移送サービス）

1,090人 1,250人 1,076人 1,057人 1,046人 1,009人 1,001人 -56% 遅延 高齢者支援課

介護保険サービスや有料の生活支援サービス
の利用によりニーズが充足され、市が独自で
行っている支援事業の利用者は、前年度よりや
や減少している。高齢者移送サービスの利用は
年々増加する一方で、配食サービスの利用は減
少傾向にある。

【前年度の会議における有識者からの意見】
サービスとしては充実しており、全体としては利
用者数が減少しているが、ニーズの多いサービ
スは増加している。他市に比べてサービスが充
実しているという印象がある。

今後も事業の内容を必要に応じて見直しなが
ら、高齢者なんでも相談室がサービスが必要な
方を常に把握することに努めサービス提供を継
続していく。

５１、高齢者なんでも相談室への
相談件数

19,932件 23,500件 20,413件 18,303件 18,953件 20,189件 24,210件 120% 達成 高齢者支援課

令和元年12月に我孫子南地区高齢者なんでも
相談室を新設し、もともと高齢者人口の多かった
我孫子地区を南北に分割することにより、市民
の利便性がより向上した。
全地区の相談実績は前年度と比較し２０％増と
なっており、広く市民に認識され活用されてい
る。

【前年度の会議における有識者からの意見】
目標設定が高いと思われる。さらに３１年度中に
新たに高齢者なんでも相談室が開設されること
から、開設後の利用者数を見て判断したい。

高齢者数の増加に伴い、相談件数も急増し、さ
らに相談内容についても複雑化している。相談
機能の更なる充実に向けて推進する。

５２、見守り活動に参加している
民間事業所数

32 増加を目指す 37 40 41 41 41 増加 達成 高齢者支援課

高齢者の孤立死防止に係る見守り活動に協力
する起業数は前年同様４１事業所で、適宜日常
業務において感知した安否不明の高齢者に関
する情報を提供いただいている。

現状どおり推進する。

５３、協定救急病院への救急搬
送率

※29年度の評価から次行の指
標に変更

75% 78% 73% 71% 健康づくり支援課

５３、救急隊員が市内医療機関
にて処置等対応可能と判断した
傷病者に対する市内医療機関
収容率

98.6%
90%以上を
維持する

98.6% 98.0% 97.9% 97.3% 98.3%
90%以上を
維持できて

いる
達成 健康づくり支援課

市民が、病状に応じた医療機関にできるだけ迅
速に搬送されるよう、市内救急６病院とＪＡとりで
総合医療センター（小児救急）の合計７病院と協
定を結び、受け入れ態勢を整備した。
以下は協定病院に限らず、市内医療機関への
搬送状況。
市内搬送可能人数　　　市内医療機関搬送人数
【Ｈ２６】　３，６４８人　　　３，５９７人（９８．６％）
【Ｈ２７】　３，５８６人　　　３，５３５人（９８．６％）
【Ｈ２８】　３，４１６人　　　３，３４８人（９８．０％）
【Ｈ２９】　３，５２６人　　　３，４５１人（９７．９％）
【Ｈ３０】　３，５６４人　　　３，４６９人（９７．３％）
【Ｒ１】　　３，６０７人　　　３，５４８人（９８．３％）

引き続き、事業を実施していくとともに、身近な
医療から高度な医療まで、広域的な連携も含め
て、救急医療体制を構築していく。
市内救急６病院と二次救急に関する協定を締
結、ＪＡとりで総合医療センターと小児救急に関
する協定を締結している。

５４、自治会による自主防災組
織の組織率

71.0% 74.2% 71.7% 71.3% 71.8% 71.8% 70.3% -22% 遅延 市民安全課

地域の防災意識の向上のため、自主防災組織
連絡協議会の協力を得て意識の向上を図った。
また、自主防災組織が結成されていない自治会
向けに、個別相談会を実施し結成促進を行っ
た。

自主防災組織の活動推進を行うとともに、自主
防災組織が未結成の自治会へは相談会等で個
別に相談に応じるなど、自主防災組織結成を促
進し、地域防災力の向上を図る。

５５、地域における防犯活動の
延べ取り組み回数

12,090回 12,740回 12,220回 12,378回 12,121回 12,516回 12,453回 56% 遅延 市民安全課

防犯協議会の関係団体である防犯指導員連絡
協議会をはじめとして、自治会や地域のボラン
ティアによる防犯活動を支援した。

犯罪の発生を抑止するには、警察署の力だけで
は限界があるので、防犯協議会主催の市内一
斉パトロールのほか、自治会等による地域のパ
トロールや子どもの見守りなどの活動を推進す
る。

実績値
（令和元年度）

・救急医療体制の確保

・水害対策

・事業者との包括的連携協定

・防犯環境の整備

・自主防災組織の育成

・自主防犯活動の推進

誰
も
が
安
心
で
き
る
生
活
環
境
の
提
供

【事業５３～５７の評価】

　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

・認知症地域支援推進事業

・在宅医療介護の連携推進

・高齢者なんでも相談室の運営・支
援

・介護予防事業（健康寿命延伸プ
ロジェクト）

・地域介護予防活動の支援

・地域見守り活動の支援

総合戦略の基本的方向 （２）生活環境の充実

地
域
包
括
ケ
ア
・
介
護
予
防
の
推
進

施策

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 令和元年度実績値に基づく事業評価

事業の今後について
（改善策・展開方法）

主な取り組みと外部協力者 有識者評価
実績値

（29年度）
事業名

基準値
（26年度）

目標値
（令和元年度）

実績値
（27年度）

実績値
（28年度）

達成状況 主管課
事業評価

（実施状況・事後評価）
達成率

実績値
（30年度）

※１５ページ目の評価欄
に記載
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我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

５６、市民バスの利用者数 198,989人 214,000人 204,799人 204,165人 210,158人 215,175人 205,443人 43% 遅延 交通課

　令和元年度は、前期については、順調に利用
者数確保していたが、新型コロナウイルスの影
響による外出自粛制限の影響により、利用者数
の減少につながった。

　公共交通機関は、新型コロナウイルスの外出
自粛制限中であっても国からの要請により運
休・減便ができない状況となっていることから、
あびバスについても、地域の生活を支える移動
手段として今後も現状の便数を確保しなければ
ならない。今後は新型コロナウイルスの感染拡
大が終息に合わせ、市民の移動の変化を分析
し改善策の検討を進めていく。また、既存交通の
確保維持を行うための方策も合わせて検討して
いく。

５７、成田線直通電車の東京駅・
品川駅への乗り入れ本数

2本 5本 2本 2本 2本 2本 3本 33% 遅延 企画課

毎年、ＪＲ東日本への要望活動を続けてきた中
で、Ｈ29年10月14日のダイヤ改正により、常磐
線・成田線から上野東京ラインに直通する列車
の本数が大幅に拡大した。成田線については夕
方の品川発成田行き（下り列車）が3本から6本と
倍増し、朝の成田発品川行き（上り列車）は2本
であったが、令和2年3月14日のダイヤ改正によ
り、夕方の時間帯で上り列車が1本下り列車1本
増えた。

Ｈ29年10月14日のダイヤ改正で常磐線・成田線
の上野東京ライン直通列車本数が大幅に拡大
され、令和2年3月14日のダイヤ改正では、成田
線の夕方時間帯で、上り列車が1本増えたが、
常磐線の本数が減ってきている。今後も成田線
活性化推進協議会の構成市町と協力しながら
要望活動を続け、交通利便性の向上に努めて
いく必要がある。

５８、公共施設等総合管理計画
に基づく個別施設計画の策定数
（累計）

4計画 11計画 4計画 5計画 7計画 14計画 22計画 257% 達成 資産経営課

資産経営課において、各施設所管課の個別施
設計画の策定の支援及び全体の進行管理を
行っており、本年度に下記の8計画の策定が完
了した。

・近隣センター等個別施設計画（市民活動支援
課）
・鳥の博物館長寿命化計画（鳥の博物館）
・あらき園長寿命化計画(あらき園)
・白樺文学館長寿命化計画(文化・スポーツ課)
・図書館長寿命化計画(図書館)
・公民館長寿命化計画（生涯学習課）
・学童・あびっ子クラブ長寿命化計画(子ども支
援課)
・学校施設個別計画（教育総務課）

個別施設計画の策定は、策定に関連する他の
計画との兼ね合いや公共施設等適正管理事業
債の活用を見据えた事業の有無などを考慮しな
がら最適な策定時期や対象とする施設類型を判
断するため、当初の想定とは変わる場合があ
り、概ね計画数は増加する傾向にある。
今後も引き続き、残りの施設類型の個別施設計
画の策定を進めるとともに、令和3年度に予定し
ている公共施設等総合管理計画の改定に向け
た準備を進めていく。

５９、職員研修の年間延べ受講
者数

919人 増加を目指す 1,295人 1085人 1,496人 1,631人 1,607人 増加 達成 総務課

当該事業については、令和元年度においても階
層別研修・専門研修・特別研修・派遣研修の４部
構成で実施した。年間延べ受講者数について
は、各研修実施の通知の徹底、ｅラーニング研
修の浸透と徹底や新たな研修を実施したことか
ら平成２６年度との比較で７１２人の増加となっ
た。

引き続き、各研修実施の通知を徹底するととも
に、受講者によるアンケートから需要が多い研
修や時代のニーズに合った研修を新たに実施す
るほか、ｅラーニングのようにこれまでの集合研
修とは異なる手法での研修の方式も積極的に検
討し研修受講者数の増加を目指していく。
また、専門性の高い研修についてもアンケート
等から必要と考えられる場合は、庁内での実施
に向けて検討するとともに、日本経営協会
（NOMA）や千葉県自治研修センターで開催され
ている専門的な研修について周知等を行い、受
講を促進していく。

※１６ページ目の評価欄
に記載

実績値
（令和元年度）

主な取り組みと外部協力者
事業評価

（実施状況・事後評価）

・コミュニティーバスの充実

・常磐線・成田線の利便性向上

・路線バスの利便性向上

・ファシリティマジメントの推進

・行政改革の推進

・ふるさと納税の推進

・収納率向上の取り組み

・近隣自治体との連携強化

施策

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 令和元年度実績値に基づく事業評価

事業の今後について
（改善策・展開方法）

有識者評価

事業名
基準値

（26年度）
目標値

（令和元年度）

実績値
（27年度）

効
率
的
な
行
財
政
運
営

【事業５８～５９の評価】

　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

実績値
（28年度）

達成率
実績値

（30年度）

交
通
利
便
性
の
向
上

総合戦略の基本的方向

実績値
（29年度）

（３）行財政運営の効率化

達成状況 主管課

17



我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略施策評価表（令和元年度分）

６０、市民活動ステーションの利
用件数

※29年度の評価から次行の指
標に変更

5,410件 5,700件 4,893件 4,987件 市民活動支援課

６０、市民活動ステーションの利
用件数（印刷室の利用は評価に
含めない）

1,216件 1,400件 1,336件 1,402件 1,330件 1,282件 1,264件 26% 遅延 市民活動支援課

新型コロナウイルスの影響により、令和2年3月
18日より休館となったため、前年と比べ利用件
数は減少した。その他の設備等の利用について
も同様となっているが、コミュニティオフィスの利
用は増加している。また、昨年同様、利用者アン
ケートによる満足度は高い。

既存の利用者の満足度は高いことから、目標値
を達成するには新規利用者の取り込みが必要と
なる。市民活動ステーションの認知度をあげるた
め、広報誌等の設置場所を現在よりも拡充し、
市民活動のための施設があることを浸透させる
必要があるため、広報事業にも力を入れていく。

６１、自治会への加入率（加入世
帯／市内の全世帯）

75% 77% 74% 73% 73% 72% 71% -200% 遅延 市民活動支援課

我孫子市の世帯数は年々増加しており、加入世
帯数も増加はしているが、市全体の世帯増加数
に見合った増加数となっていないため、加入率
が減少している。そのため、自治会加入促進へ
向けパンフレットを配布している他、外国人用の
パンフレットを作成し啓発を行っているが、加入
率は低下傾向である。
自治会はアパート等で一時的に住む方には自
治会側も積極的に声かけを行っているものでは
ないため、仕事の都合等で越してきた単身世帯
が増えても自治会の加入にはつながっていない
と考えられる。

【前年度の会議における有識者からの意見】
自治会に加入することへの付加価値など、加入
率を増やすための工夫が必要である。

自治会の必要性を引き続き転入者に対して周知
する。
また、高齢者や単身世帯でも自治会に加入しや
すいよう自治会とのかかわり方についての周知
も検討する必要性が高い。
自治会活動に参加できないから加入しないとい
う層も一定数いることから、少ない負担で参加で
きる仕組みについても検討し、市から情報発信
する必要があると考えられる。

６２、地域会議の設置数 1か所 11か所 4か所 5か所 5か所 5か所 5か所 40% 遅延 市民活動支援課

すでに実施している地区については継続的に地
域会議の開催を支援し、地域会議が設置されて
いない地区については、まちづくり協議会に対し
設置に向けた働きかけを行った。
また、アビスタストリートを活用し、ポスター掲示
やチラシ配布、PR動画の再生を行い、地域会議
の役割や活動内容を広く市民に周知した。

現在開催している地域会議に対し、補助金や情
報提供などを行い、継続して支援していくほか、
地域会議の役割や成果を、広く市民に周知を行
う。
また、開催されていない地区については、まちづ
くり協議会などに対し地域会議設置に向けた働
きかけを行う。

実績値
（令和元年度）

・市民と市民団体とのマッチング機
会の提供

・市民活動ステーションの管理

・地域会議の取り組み

・自治会活動の支援

総合戦略の基本的方向

令和元年度実績値に基づく事業評価

事業の今後について
（改善策・展開方法）

主な取り組みと外部協力者

事業名
実績値

（30年度）

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
活
性
化
に
向
け
た
取
り
組
み

【事業６０～６２の評価】

　１．順調

　２．ほぼ順調

　３．順調とはいえない

主管課
事業評価

（実施状況・事後評価）

施策

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

【有識者からの意見】

＜４９、スポーツ大会の参加者数（市民体育大会・市民体力づくり大会・新春マラソン大会・手賀沼エコマラソン・スポーツ教室・手賀沼ふれあいウォーク・タートリンピック）＞
参加者数を指標にすると、大規模なイベントが一つ中止になるだけで大きな影響が出てしまう。市として健康増進施策に取り組んでいく姿勢というのが見えるような指標がよいのではないか。

＜５４、自治会による自主防災組織の組織率＞
どの自治会にも、老人会と子ども会があると思う。どちらも在宅機会の多い世代なので、その世代同士をつなげて防災イベントを実施する等、共助意識を高める仕組みづくりができるのではないか。

＜５６、市民バスの利用者数＞
これから高齢化がどんどん進んでいくなかで、どういう公共交通の支援が必要なのかというのは、いま一度見直しをしなくてはいけない時期になってきている。

有識者評価

（４）地域力の向上

達成率
基準値

（26年度）
目標値

（令和元年度）

実績値
（29年度）

達成状況
実績値

（27年度）
実績値

（28年度）
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